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開会 午前１０時００分 

○議長（阿部 寛治） おはようございます。 

  本日は全員出席で、開議は成立いたします。 

  傍聴に来庁されました皆様には、本町議会に関心を持たれますことを感謝申し上

げます。 

  傍聴の際は、皆様へ配布しております「一般質問通告書一覧」１ページの注意事

項を熟読されまして、ご協力お願いします。 

  一般質問を行います前に、議員の皆様にお願いします。 

  緊急事態宣言が９月末まで延長されました。コロナ禍の中でありますので、不急

の質問等については、議員自身の判断で手短にお願いします。 

  日程第１、「一般質問」を行います。 

  質問者は、６名でございます。 

  質問時間は、申合せにより、答弁を除き１人３０分といたします。 

  この際、議員の皆様に、議事進行に際してのお願いを申し上げます。 

  リアルタイムでの配信を行っていますので、質問議員も答弁者も言葉遣いには気

をつけるように求めます。 

  発言内容を精査して、最終日に議長判断を報告させていただきます。 

  ご協力をお願いいたします。 

  それでは、順次、質問を許可いたします。 

  質問順位１番、藤木高裕議員。 

  通告は、２問です。 

○議員（藤木 高裕） おはようございます。 

  議席番号２番、藤木高裕でございます。 

  福岡県では、４度目となる緊急事態宣言が出され、執行部の皆様は、日々の業務

に加え、このコロナへの対応、昨年よりも増して、町政の運営に気を使われている

と思います。 

  まずもって、そのご苦労に感謝申し上げます。 

  さて、私の質問ですが、篠栗町の育休退園の制度について伺います。 

  育休退園とは、第１子が保育施設に通っており、第２子が生まれ、保護者が育児

休業を取得した場合、第１子は家庭で保育ができる状況にあると判断されるため、

保育施設を退所させられるというものであります。 

  ２０１５年に、国は、子ども子育て支援法を新たにスタートしました。保育の無
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償化も含め、国をあげて子育てに力を注いでいる現状であります。 

  児童福祉法には、「全て児童は、その生活を保障され、愛され、保護されるこ

と」そして「国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健

やかに育成する責任を負う」と明記されています。 

  他の自治体では、この育休退園の件で裁判にまで発展しているケースもあります。 

  そこで今回、昨年度、篠栗町では、この育休退園がどの程度行われたのでしょう

か。その具体的な数と、在園児がいた場合、保護者が育児休業を取得した場合、一

律に退所させていたのでしょうか。 

  そして、この育休退園についてどう考えてあるのか、見識を伺いたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 教育長、どうぞ。 

○教育長（太郎良 順一） 藤木議員の「育休退園の現状と認識について」のご質問

にお答えします。 

  現在、篠栗町では、子どもたちが健やかに成長することを目的として、子ども子

育て支援新制度を基に、幼稚園、保育園の運営を行っているところでございます。 

  議員ご質問の保護者が育児休業を取得した場合に退園を求められることにつきま

しては、保育所への入所基準に基づき通知しているものでございます。 

  しかしながら、各家庭の事情や状況によっては「別の要件に該当していないか」

ということも検討しております。 

  詳細につきましては、担当課長である松岡こども育成課長が答弁いたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、松岡課長。 

○こども育成課長（松岡 秀策） こども育成課の松岡でございます。 

  それでは、藤木議員の「育休退園の現状と認識について」のご質問にお答えいた

します。 

  まず、保育園についてのご説明をいたします。 

  保育園とは、親が働いている又は病気の状態にあるなどの理由により、家庭にお

いて十分に子どもを保育できない場合に、家庭に代わって０歳から小学校入学前ま

での乳幼児を養護と教育が一体となった保育をするための児童福祉施設でございま

す。 

  したがいまして、保育園に入所するには、親の就労などある程度の条件や優先順

位が設けられております。 

  それでは、ご質問の内容が複数にわたっておりますので、順次お答えいたします。 

  まず、昨年度篠栗町では、育休退園がどの程度行われているのか、具体的な数を
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とのご質問ですが、令和２年度は、１７名が育児休業の取得により退園をしており

ます。 

  次に、「育児休業を取得した場合一律に退所させているのか」についてですが、

３歳児以上の児童の場合、その年度中は保育時間が１６時３０分までと短くはなり

ますが、退園することはございません。２歳児以下の児童は原則退園をしていただ

いております。 

  しかしながら、親が疾病や障がいをお持ちの方、子の看護や親の介護など、状況

によっては継続して通園できるようにはしております。 

  また、退所した場合でも、次年度の入所申請の際には、利用調整時に前年度育児

休業による退園者であるということを考慮いたしております。 

  最後の「育休退園についてどう考えてあるのか見識を伺いたい」とのことですが、

児童福祉法第２４条では、「児童の保育に欠けるところがある場合において保護者

から申込みがあったときは、それらの児童を保育所において保育しなければならな

い」とありますように、保育とは、本来家庭で行われるべきものであるということ

を前提にしていることを勘案いたしますと、児童の保育に欠けるところがある場合

を除き、育児休業を取得された場合は退園していただき、ご家庭で保育をしていた

だきたいと考えます。 

  現在篠栗町には、待機児童がいる状況下で、働きたくても預けられないから働け

ない人たちや、預けられずに退職せざるを得ない人たちがいる状態でございます。 

  このように保育所が必要な方たちがいることをご理解いただきたいとともに、育

児休業中は、子どもと一緒にいれる時間が持てる時間と捉えてほしいと存じます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、再質問ございますか。 

  藤木議員。 

○議員（藤木 高裕） 答弁ありがとうございました。 

  私の考えでありますが、今この国において、共働きが一般的になりつつあるこの

国において、育児休業を取得して、そして育休退園をしていくといった場合、２人

目、３人目を持つことが非常に障壁になっていくのではないかと考えております。 

  さらに、三つ子の魂百までではありませんが、故郷愛を育むうえで、幼少期に育

ったその思い出というのは、非常に大切であると考えております。 

  私の考えでありますが、この１７名という育児休業を取得して育休退園されたこ

の数が少ないとは思っておりません。できるだけこの数が少なくなっていくことを



－ 15 － 

望んでおりますが、その件についてはいかがでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁をお願いします。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 現在、３歳前児の児童については、受入れ人数に

余裕がありますので、育児休業中の児童の受入れを継続しております。 

  ただ、２歳児以下につきましては、どうしても受入れに制限がございます。 

  その中で、どうしてもやはり待機をされてあるご家庭がございますので、そちら

の方というのを考えますと、私どもといたしましては、やはり育児休業された場合

は自宅で保育をしていただき、次の方、待機されてある方を入所させていただきた

いというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） 再質問はございますか。 

  はい、どうぞ。 

○議員（藤木 高裕） 確認でありますが、あくまでも篠栗町としては、この育休退

園の制度を継続していくということでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 保育ニーズに対しまして、今のところはまだ受皿

が足りない状態でございまして、待機児童がいる段階では、今の部分を継続した

いと思います。 

  ただし、後での答弁にもありますけれども、待機児童がゼロになった場合、そう

いった場合におきましては、育児休業であっても退所することなく、今後は継続で

きるような方向で検討はしてまいりたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） よろしいですか。 

  はい、どうぞ。 

○議員（藤木 高裕） 最後に要望でありますが、待機児童の件、次の質問に入るん

ですけれど、待機児童の問題、そして、この育休退園の制度、非常に深刻な問題で

あると私も思っております。 

  非常に両立が難しい分野だとは思いますが、子どものことを考えると、やはりこ

の育休退園の制度は、できる限り使わずに、保育をしていただけることを切に願い

まして、次の質問に移りたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、２問目どうぞ。 

○議員（藤木 高裕） ２問目に行きたいと思います。 
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  待機児童について伺います。 

  保育の無償化に伴い待機児童が激増している篠栗町であります。 

  町としては、幼保連携型の認定保育園の推進を行うことや、篠栗・久山ファミリ

ーサポートのサービスを拡充するなどして、保護者の負担を減らす取り組みがされ

ています。ほかにも様々な取り組みをされていますが、待機児童の問題は深刻であ

ると考えています。 

  現在の待機児童の数と、今後、どの程度で待機児童を解消されるつもりか、その

具体的な施策をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 答弁を求めます。 

  はい、教育長。 

○教育長（太郎良 順一） 藤木議員の「待機児童について」のご質問にお答えしま

す。 

  待機児童発生の要因としましては、既存の保育施設だけでは、児童の受入れ人数

が不足している状況であり、今後の待機児童対策の方向性として、さらなる保育施

設の整備が必要であるとの認識でございます。 

  これについては、令和２年３月に策定しました「ささぐり こども いきいきプ

ラン」において、保育の必要量の見込みと、その確保方法の見込みを推計し、計画

を策定したものでございます。 

  詳細につきましては、担当課長である松岡こども育成課長が答弁をいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、松岡課長。 

○こども育成課長（松岡 秀策） それでは、藤木議員の「待機児童について」のご

質問にお答えします。 

  まず、篠栗町の待機児童についての状況をご報告いたします。 

  待機児童数は、保育所等利用待機児童数調査要領による国の定義に基づく４月１

日現在の数値で、令和元年度の１３人までは横ばいの状態でございましたが、令和

２年度に７２人と急上昇し、令和３年度には３３人と前年度と比べ半分以下となっ

ております。 

  令和元年１０月からの保育料の無償化の影響かとも考えましたが、県内でも突出

した増加数を勘案しますと、単純に保育料の無償化によるものとは言えず、はっき

りした原因はわかっておりませんが、就労を希望する方が増加したのではないかと

推測されます。 

  また、令和３年度半減した理由は、新型コロナウイルス感染症の蔓延により生活
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様式に変化が生じたためのものや、感染症への不安から入所申請を控えたことによ

るものと推測されます。 

  なお、直近の９月１日現在では、４２名と４月から若干増加しております。 

  待機児童は、１・２歳児がほとんどで、４月以降も保育所への申込みがあること

を考えますと、喫緊の課題として待機児童解消に向けて取り組む必要があると認識

しております。 

  待機児童解消の対策としましては、篠栗町立篠栗幼稚園を社会福祉法人どろんこ

会に移譲し、令和５年度から１４０名規模の認定こども園として開園する準備を進

めています。現在は、届出保育施設として、０・１・２歳児を２０名程度受入れる

ように協議を進めており、受入れ準備が整い次第、利用調整を行うようにしており

ます。 

  また、令和４年４月に小規模保育施設の開園を申請しているＮＰＯ法人があり、

審査の手続きが完了すれば、こちらも２０名ほどの０・１・２歳児を受入れられま

すので、都合４０名ほどの受入れを予定しており、本年度と同等の申込みであれば、

令和４年４月には、待機児童は、ほぼ解消できるものと想定しております。 

  篠栗町総合計画「ささぐり みんなの羅針盤」の基本目標５「夢を持ち、心と体

が元気な子どもが育つまち」に掲げているとおり、待機児童対策はまちづくりを進

める上で重要なことであると考えています。 

  まずは、国の定義による待機児童数ゼロを目指すとともに、総合的な待機児童対

策を進めてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問はございますか。 

  はい、どうぞ。 

○議員（藤木 高裕） 非常にわかりやすい答弁ありがとうございます。 

  ということは、令和５年度には、ほとんどこの４０名程度だったら解消する見込

みだと、もし、令和２年度、約７０人でしたら、どのようなことで待機児童を解消

されると考えておりますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、こども育成課長。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 今申し上げました「ささぐり いきいきプラン」

につきましては、令和５年４月の段階で待機児童がゼロになるということを想定し

まして計画を立てております。 

  令和４年度、来年の４月につきましては、今のところ、今年度と同じ申込みであ
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れば解消できるというふうに考えておりますが、いきいきプランの中では、まだ令

和４年度につきましては、待機児童が発生する状況であるというふうに認識してお

ります。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、藤木議員。 

○議員（藤木 高裕） もう一度、７０名程度でしたらどうでしょう。 

  令和４年度７０名の待機児童がでたらどうされますか、と聞きたいのですが。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 令和４年度の段階で７０名が待機児童になるとい

うことであれば、その分につきましては、それの対策というのは今のところござい

ません。 

  あくまでも令和５年の４月について、待機児童がゼロになるという形での計画で

ございます。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい。 

○議員（藤木 高裕） 前向きに進められているので非常に安心しました。 

  これからも町の保育のため、町政の運営を頑張ってほしいと思います。 

  それでは、これで質問を終わりたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 次の質問順位に参ります。 

  質問順位２番、横山和輝議員。 

○議員（横山 和輝） おはようございます。 

  議席番号３番、横山でございます。 

  今回は、３項目質問させていただきたいと思います。 

  早速、質問に入ります。 

  最初の質問は、旧上津江村の町有林についてでございます。先の６月議会におい

て、産業観光課長から「この町有林約８３.７ヘクタールの買い手が見つかったの

で、売却する方向で手続きを進めている」との報告を受けたわけですが、あまりに

も唐突過ぎて耳を疑った次第でございます。 

  その後、山林購入の経緯を調べたところ、当初新聞等でも大きく報道されており

ましたが、当時の町の議会でも、この山林購入の意義を認め、圧倒的多数決で承認

されております。また、その後２年間にわたり行われたボランティア植樹にも、多

くの議員の皆様が参加されたと聞いております。 
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  また、この森林は平成１４年度に購入されておりますが、購入の際に、旧上津江

村と協定書を取り交わしています。したがって、売却する際には、旧上津江村、現

在は日田市になっておりますので、日田市と協議しなければならないことから議会

に報告をするからには、当然協定書に沿った協議は済んでいるとの認識でございま

したが、その後の担当課の対応を見る限り、そうではなかったように思います。 

  そのことを踏まえ、質問を行いたいと思います。 

  一つ目は、先ほども申し上げましたが、日田市とは協定書に従い協議する必要が

あると認識しております。実際に協議をした時期及び協議結果について説明してく

ださい。 

また、日田市以外で、例えば大分県などと協議を行う必要もあったと思っていま

すが、その点についても説明を求めます。 

  二つ目は、当該山林は保安林の指定があり、保安林の指定を受けた山林は、間伐

等の山林整備に補助金が付くことになっています。山林購入以降、いつどのような

補助を受けたのかの詳細を説明してください。 

  三つ目は、６月議会での説明では、担当課長から「売却価格は購入時の価格を下

回るだろう」との発言がございました。何を根拠にそのような発言をされたのか説

明を求めます。 

  四つ目は、今年７月の熱海市において、大量の土石流が発生し大惨事となりまし

た。この惨事を引起した原因は、土石流発生源周辺に大量に捨てられた建設残土に

よるものだと専門家は指摘しています。福岡県都市圏にとっても、将来にわたり貴

重な水源地であり続けるために、購入している山林が民間に渡ると将来熱海市の二

の舞にならないとは限らないと危惧しております。 

  また、大規模ソーラー発電等を外国企業が計画し、乱開発に繋がるのではと山林

を有する自治体は神経をとがらせているところもございます。 

  どうしても売却したいのなら、乱開発等の心配の少ない自治体、まずは日田市や

大分県に購入してもらうように相談すべきではないでしょうか。それがうまくいか

なかったとしても、森林組合、場合によっては筑後川から大きな恩恵を受けている

福岡市に相談をするなど方法があると考えます。 

  民間への売却は最後の手段であり、より慎重に行わなければならない最後の手段

だと思いますが、なぜ真っ先に民間への売却の話が出たのか意味がわかりません。

納得のいくように説明を求めます。 

  また、町有林下流にフィッシングパークがあることから、この一帯は内水面漁業
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区域の制約があるのではとも考えます。内水面漁業に関しては、大分県が所管して

いると聞いています。この件について、協議結果を説明してください。 

  最後に、内水面漁業権のほか、この山林には様々な制約等が存在すると思います。

そのために山林購入者には、事前に制約等の詳細な説明義務があると思います。事

前に説明する必要がある項目を詳細に説明してください。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） 執行部側の答弁を求めます。 

  はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） おはようございます。 

  それでは、ただいま横山議員からご質問がありました「旧上津江村の町有林売却

について」のご質問に答弁をいたします。 

  ご質問の答弁に入る前に、議員からもいろいろお話がありましたが、旧上津江村

の土地購入の経緯を少しお話し申し上げたいと思います。 

  現在の日田市上津江町の町有林は、前町長時代に水源自治体として同じ悩みを抱

えて、常々森林保全の大切さを認識している篠栗町として、下流域の自治体におい

ても水源涵養について今一度考えていただきたいとの思いから、平成１４年約８４

ヘクタールの山林を約８,７００万円で購入したものでございました。 

  さらに、水源涵養林としての機能の充実を図り、森林の大切さを再認識していた

だくために、町内外より植樹ボランティアを募り、平成１４年度から３年間、荒廃

した山林に、ケヤキやヤマザクラ等の広葉樹の植栽が約１４ヘクタールにおいて行

われました。 

  水源に乏しい福岡都市圏の住民にとって、水源涵養の意識を高めるための、まこ

とに意義ある活動であったと認識しております。 

  購入から１８年経過する今年度に入って、林業資源の確保のため、日田市をはじ

め近隣の山林の購入を希望されているという企業があるとの情報を受け、接触を試

みているところでございます。自治体が売却するにあたっては、当然、相手企業に

も納得いただくよう鑑定評価に基づく適正価格を定めなければならず、本定例会に

上程しております令和３年度一般会計補正予算（第５号）において、６款農林水産

業費、２項林業費、１目林業総務費を増額補正し、調査委託料として１１０万５,

０００円を計上したものでございます。 

  ご質問は、本来であれば補正予算審議の際にお尋ねされるべき内容であろうかと

考えますが、本件につきましては、議員のご質問の冒頭にもございましたように、
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令和３年第２回定例会において、売却手続きを進めたい旨のお話をしておりました

ので、今回の一般質問となったものと解釈し、補正予算の事前審査とならない範囲

で答弁するものでございます。 

  日田市上津江町の町有林につきましては、これまでの議会において、平成２０年

第２回定例会においては、「旧上津江村の町有林処分の考えはないか」、平成２２

年第４回定例会で「上津江町有林のその後を問う」、平成２３年第４回定例会にお

いては、「上津江町有林について」と３回の一般質問をお受けし、都度、町の考え

をお示ししてきたところでございます。 

  その後は、年度ごとの当初予算に数百万円の枝打ち、下草刈り等の森林施業に関

する予算を計上しておりました関係から、予算審議の際に「その後、上津江町有林

はどうなっているのか」との質問をお受けした際に、私からは「相手があれば売却

したいところだが買ってくれる相手が見つからない状況が続いている」とのご報告

をしたことが度々ございました。 

  そうしたこれまでの経過のなかで、先ほども申し上げましたとおり、令和３年第

２回定例会において、最近の上津江町有林に関する動きをご報告したことから、今

回２件のご質問をいただいたものと考えております。 

  以上の経過をご報告したうえで、ご質問の各項目につきましては、産業観光課長

から答弁いたしますのでよろしくお願いします。 

○議長（阿部 寛治） 松熊課長どうぞ。 

○産業観光課長（松熊 大） 「旧上津江村の町有林売却について」のご質問にお答

えいたします。 

  まず、１点目の旧上津江村（現在は日田市）と取り交わした協定書と、日田市な

どとの協議についてでございます。 

  旧上津江村と平成１４年１１月に締結した「森林整備に関する協定書」は、協定

の期間を、篠栗町が所有権等を有する間と定めたうえでの取り決めでございます。

５項目からなり、主に、上津江森林整備計画に則した森林整備を行う旨のものであ

り、篠栗町は、旧上津江村の山林購入後から今日まで、この協定書に則した森林整

備を行ってまいりました。 

  今回、当該山林の売却の可能性について打診を受けたことから、先の第２回定例

会にて、議員の皆様に今後の方向性をお示ししたうえで、７月８日に日田市とその

協定書について再確認を行いました。また同日、大分県西部振興局を訪れ、当該山

林が保安林として指定されていることから、保安林の施業要件、土地の形質変更等
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の制限、植栽の義務等を確認してまいりました。 

  さらに、７月２０日、旧上津江村役場である日田市上津江振興局を訪問し、町有

林を含む上津江周辺の山林の現状をお伺いしつつ、町の方向性を説明申し上げ、ご

理解いただいております。 

  関係機関とは、以降も指導及び情報交換をお願いしているところでございます。 

  次に、２点目の山林整備の補助金についてですが、森林を施業すると主に造林補

助金の交付を受けることができます。 

  平成１５年から１６年にかけては、植樹に対する造林補助金約７６０万円、平成

１５年から２２年、及び令和元年は下刈りに対する補助金約８８０万円、平成２６

年、２８年は間伐に対する補助金約４７０万円、除伐その他の整備に対する補助金

約１４０万円、計約２,２６０万円の交付を受けております。 

  次に、３点目の６月議会における売却価格が購入時の価格を下回ると思われる旨

の説明の根拠についてですが、令和３年６月公表の令和２年度森林・林業白書によ

りますと、１立米あたりの木材価格が、購入時の平成１４年よりもスギで１,３０

０円、ヒノキで１万４,３００円下落しております。また、参考程度ではございま

すが、当該山林の整備委託業者による令和３年３月の算定において、立木価格の評

価が購入当時より低かったこともあり、これらを踏まえて、当該山林を売却するこ

ととなった場合、購入時の価格を下回る可能性があるという説明を申し上げたとこ

ろでございます。 

  次に、４点目の民間への売却は最後の手段と考えるべき、という点についてと、

内水面漁業に関する協議についてですが、当該山林は、購入から今日に至るまでの

整備により、現在、水源涵養のため、山林の荒廃を防ぎ、健全な森林土壌の育成に

努めるという初期の目的を果たしているといえます。 

  過去の議会で回答申し上げたこともありますように、譲渡や寄附を検討したこと

もございましたが、交渉できる譲受先が見つからず今日に至りました。 

  今回、購入意思のある事業所等から問合せを受けていることから、前向きに進め

たいと考えているところでございます。 

  先に申し上げたとおり、上津江町有林は保安林に指定されております。保安林と

しての目的を果たすために、必要最小限守らなければならない森林の取扱い方法が

定められているほか、違法な盛土や違法な開発が確認された場合、監督処分及び罰

則の対象となります。 

  今後、譲渡の方法が売却となったときは、諸法令に基づき、手続きを行ってまい
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る所存です。 

  なお、現在、大分県、日田市ともに新たな山林の取得は行っていないとのことで

ございます。 

  内水面漁業に関する協議についてですが、大分県漁業管理課へ、森林の権利移動

に伴う県への届出が不要であることを確認しております。 

  また、上津江振興局に確認したところ、森林売買の際に「漁業協同組合などとの

協議等は行っていない」とのことでございましたので、内水面漁業に関することを

含め、協議等は行っておりません。 

  最後に、５点目の購入希望者に事前に説明する項目についてですが、重複いたし

ますが、当該山林は保安林であり、施業要件等も定められております。森林簿を提

示するなどし、そのことについてご認識いただく必要があると考えております。 

  さらに、森林法、国土利用計画法や自然公園法等、当該山林に係る関係法令のご

提示、旧上津江村と締結している「森林整備に関する協定書」については、篠栗町

が所有権等を有する間に限られたものでありますが、説明申し上げたいと存じます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） ただいまの答弁に対して、再質問どうぞ。 

  はい、横山議員。 

○議員（横山 和輝） 先ほどの答弁に対して、幾つか質問したいことがあるのです

が、順を追って質問したいと思います。 

  まず一つ目、日田市と協議をしたのが７月８日とおっしゃられましたが、議員に

報告があったのはそれ以前の６月１６日なんですね。通常であれば、日田市との協

議を終えた後、それをもって議会に報告しないといけないところを、その順番が逆

になったのは何でですか、ということが１点。 

  それと，内容の中に、日田市に理解をしてもらったと、売却に関してですね、そ

こについてもう少し詳細に説明してもらいたいのですが。 

  まず一つですね、日田市が理解をしたということは、日田市は、森林を売却する

ことに対して何も問題がない、と、そうおっしゃったんでしょうか。それとも、あ

くまでも、今の持ち物としては篠栗町の財産ですから、そこまでですね、日田市が

する権限はない、と、本当は民間には売却してほしくないけれども、そういった権

限はないので、理解をしたという解釈なのか。それとも、それとはまた別の理由な

のかですね、そこをまず答えてもらってよろしいですか。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 
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○町長（三浦 正） ６月の議会でご説明した後、７月８日に協議に行ったことはお

かしいんじゃないか、というお話でございますけれども、私どもは、６月の議会で

あえて皆様方にご報告したのは、長年、滞っておったこの日田市の上津江村の町有

林に対して、こういう動きがありますよ、ということを、誠意をもってご報告した

つもりでございます。 

  全てを固めて、日田市との協議も済ませて報告をすべきであったのではないか、

ということについては、少し違うんじゃないかなと。私どもは、議会の皆様方が長

年ご心配していただいているから、こういう動きが今年ありますよ、という気持ち

でご報告したまでのことでございます。 

  続きまして、２問目の、その理解の度合いはどういうことか、というようなこと

は、これから私どもが１１０万５,０００円を使って鑑定し、先方と協議し、そし

てまた、売却可能、購入可能となったとき、そこで日田市との間でまた詳しい協議

をしていかなければいけないことであろうかというふうに思っているところでござ

います。 

  いずれにしましても、再質問でいろいろやり取りするということは、予算審議の

中で、いろいろご説明することの、事前の先入観を、ほかの議員の皆様方に与えて

しまうようになるんじゃないかという心配もございますので、再質問は、この通告

については、６月の議会に対しての私どもの説明に対して、この５項目を確認した

いという意味でお受けいたしましたが、再質問については、お受けするものではな

かろうかというふうに思いますので、その点につきましては、議長において、お諮

りいただければありがたいなと思っております。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（横山 和輝） 事前調査になると言われても、事前調査になるのは調査費で

すよね。今回上程されているのはですね。 

  調査費以外のことを聞いているのに、私としては、それは議長の判断になります

けれども、特に問題ないと思うんですけれども、それならそれで大丈夫です。 

  次の質問に行きたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（横山 和輝） そうですね、ちょっと１回確認させてください。 

  先ほど答弁でですね、なぜその購入時より売却価格が低くなるか、といった発言

に対して、当時、スギの木とヒノキが今の価格が下落しているというので、低くな

るというような答弁をされたと思うんですが、そのとおりかどうか、ちょっと１回
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確認させてください。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 申し上げましたとおり、私どもは誠意をもって５項目について

ご答弁いたしました。 

  これ以外のことにつきましては、再質問に対して答弁するものではないというふ

うに思っておりますので、これは私どもの判断でございますので、議長においてお

計らいいただければありがたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 横山議員。 

  来週になりますけど、予算審査会が、その中でここの予算について、横山議員の

質疑がされれば、今まだ、この本議会場で微々細細にわたって、元々していません

から、もうちょっと大きな質問を答えるということで、委員会の場合は、もう丁々

発止でやりおうてもいいけど、今言われたとおり事前審査に少しかかるんじゃない

かな、と議長も思います。 

  それで、それは、予算審査会で、この辺が私は疑問に思うよ、というようなこと

を、捉えて言っていただきたい。 

  執行部側は、このことについては、後で答える、と言っているわけですから、そ

こはずっと突っ込んでおいでになってもですね、議長権限として最終的には止める

可能性がありますから、そのことを踏まえて、再質問をしてください。それか、次

に移ってください。 

  はい、どうぞ。 

○議員（横山 和輝） それを言われたらですね、私、この場で質問できないわけで

すよ。それに今日はね、傍聴席の方もたくさん来られています。ネット配信を見ら

れている方もたくさんいるでしょう。その中で、こういう止め方、こういう形で答

弁をしないっていう形はですね、何かあったんじゃなかろうかと、町民の方にね、

疑われても仕方がないと思います。 

  そういうふうに疑われてしまいますので、私としてはね、できるだけそこは答弁

していただきたいのですが、それ以上言われたら私は質問できませんので、当たり

障りのないような質問をします。 

それでしたら大丈夫ですね。 

  そうですね、ではまず、この売却する目的を教えてください。そして、売却する

までに至った経緯を教えてください。 

  これでしたら大丈夫ですか。 
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  目的と経緯を聞くだけですね。 

○議長（阿部 寛治） どうぞ。 

○町長（三浦 正） 売却のための準備の鑑定評価を、今年度のこの議会の予算に上

げているわけでございますよね。 

  当然、前提としては、私どもはそういう思いもありますけれども、今ここでその

ことを全てお話ししておいて、結局相手側が買わなくて「あんなこと言っていたけ

ど買えなかったじゃないですか」というような話になることは、私どもは本意じゃ

ありません。そういうことからして、ちょっと前のめりな質問が多過ぎるんじゃな

いかという気がしております。 

  先ほどから、どうもご質問の内容を聞くと、上津江村の売却案件そのものがテー

ブルに乗ることを嫌がってらっしゃるんじゃないか、というようなことさえ思われ

る質問とお見受けいたします。 

  その辺のところも含めて、私どもは、これについては、補正予算の中で、じっく

り内容についてご審議いたしましょう、と申し上げているところでございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 

○議員（横山 和輝） わかりました。 
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では、次の質問に行きます。 

  次の質問は、待機児童解消に向けた方針策定についてです。 

  待機児童解消及び効率的な運営を行うため、既存幼稚園の認定こども園化に向け

た検討を行うと、先の行財政改革大綱に謳われている指針に従い、まずは篠栗幼稚

園を民間の認定こども園に移行することにより、待機児童の解消を行う。そして、

老朽化が進み、幼稚園児の数が減少している北勢門幼稚園を、近い将来廃園するた

めの説明が、昨年、第４回定例会にて教育長から説明がございました。 

  しかし、この説明には、残念ながら将来に向けた待機児童解消の抜本的な方策を

打ち出されず、その後、追加方針の説明があるだろうと期待しておりましたが、話

が出てきていませんので今回質問いたします。 

  一つ目は、先ほどの藤木議員と重複するかと思いますが、篠栗幼稚園を民間のこ

ども園に移行することにより、待機児童の減少を図ることは理解できますが、それ

だけでは待機児童の解消には程遠いと考えます。今後の対策構想があれば具体的な

説明を求めます。 

  二つ目は、篠栗北地区産業団地計画に保育所を団地内に設置する計画があると、

今までに説明されていますが、最近ではその話がどうなっているのか聞いていませ

ん。いつ、どの場所で、どのような形で設置されるのかを説明してください。 

  三つ目は、北勢門幼稚園廃園の具体的スケジュールは打ち出されていますが、廃

園後の用地利用について説明がありません。 
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  一案として、不足するこども園を増やし、待機児童を少しでも減らすため、用地

を民間に無償貸与する考えはないのか尋ねます。 

  以上３点の答弁をお願いします。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁をお願いします。 

  はい、教育長。 

○教育長（太郎良 順一） ではまず、横山議員の「抜本的な待機児童解消に向けた

方針策定について」の質問にお答えします。 

  待機児童対策は、まちづくりを進める上でも重要なことでありますので、篠栗町

行財政改革大綱や篠栗町総合計画でも目標を掲げ、これに近年の社会潮流や子ども

を取り巻く現状、これまでの計画の進捗状況を確認・検証し、子ども子育て支援の

ニーズを反映した「ささぐり こども いきいきプラン」を策定しております。 

  詳細な説明につきましては、担当課長である松岡こども育成課長が答弁いたしま

す。 

○議長（阿部 寛治） はい、松岡課長。 

○こども育成課長（松岡 秀策） それでは、横山議員からのご質問について順次お

答えしてまいります。 

  まず、１の「待機児童解消への今後の対策構想があれば具体的に説明を」につい

ては、令和２年３月に策定し、議員の皆様にも配布いたしました「ささぐり こど

も いきいきプラン」において、子どもや子育てを取り巻く現状・課題を把握しな

がら、全町的な視点から篠栗町の子ども子育て支援に向けた取り組みについて協議

し、具体的な取り組みや推計による今後の量の見込みと確保方策についての計画を

策定しております。 

  待機児童解消に向けての具体的な取り組みとしましては、施設の拡充や企業主導

型保育事業所を含めた新たな施設の整備を推進し、町立幼稚園を民間の認定こども

園へ移譲することを挙げてございます。施設の拡充につきましては、先ほどの藤木

議員への一般質問の答弁の際にも申し上げましたが、令和４年４月に小規模保育施

設の開園を申請しているＮＰＯ法人があり、今後の手続きを経て、開園する見込み

でございます。企業主導型保育事業所の整備につきましては、後で詳細なご回答を

いたします。町立幼稚園の民間移譲についても、藤木議員への答弁で申し上げまし

たように、社会福祉法人どろんこ会と開園の準備を進めております。 

  横山議員は、篠栗幼稚園を民間のこども園に移行するだけでは待機児童の解消に

は程遠いと言われますが、量の見込みにおきましても、若干の違いは生じておりま



－ 29 － 

すが、おおむね見込みどおりの数値となっておりますので、令和５年度には、待機

児童の解消が図れるものと推察しております。 

  また、福岡県からも篠栗町の待機児童解消に向けた受け皿整備などの取り組みに

対し、お礼に参りたいとの申し出を受け、現在、日程調整をしていることを申し添

えておきます。 

  今後も多様化する保育ニーズにどのように的確に対応していくかを念頭に置きな

がら、全てのニーズにお応えできるよう、総合的に待機児童対策に努めてまいりま

す。 

  次に、２の「篠栗北地区産業団地計画に保育所を団地内に設置するこの計画は、

いつ、どの場所に、どのような形で設置されるのか」とのご質問にお答えいたしま

す。 

  篠栗北地区産業団地の保育所の件でございますが、進出いたします企業側も保育

所設置には高い関心を持っており、また、本町としても企業誘致活動に向けてのア

ピールポイントとしてきたところでございます。現在、保育所の形態を企業主導型

保育所にすべきか、事業所内保育所にすべきかなど様々な視点から検討を行ってお

り、地域受け入れ枠の確保も行うこととしております。 

  保育所の開始時期につきましては、進出企業が操業を始める段階には、運用開始

が行えるよう進めてまいります。 

  また、保育所の設置場所でございますが、事業用地５の北側にあります共用施設

用地３（彩り台３４６番地１７）に用地を確保しており、隣の広場２号も利用しな

がら運用を図ってまいりたいと考えているところでございます。 

  最後に、３の北勢門幼稚園の廃園後の用地利用についてのご質問にお答えいたし

ます。 

  令和元年１２月に策定された篠栗町行財政改革大綱において、町立幼稚園は１園

を民営の認定こども園とし、１園を町立幼稚園として維持し、残りの１園は、いず

れかに統合するとしておりますが、その統合をし、廃園した幼稚園の、後利用の方

向性についての提言はなされておりません。 

  北勢門幼稚園の近くには、すぎのこ児童館、北勢門小学校、篠栗北中学校と、教

育・子育て施設が集まっておりますので、これらに関連した教育・子育て関係、あ

るいは地域活動に利用できればいいのではないかと思っておりますが、現時点では

後利用の具体的な計画はございませんので、教育施設から一般財産への移管も考え

ております。 
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  また、１での答弁と重複いたしますが、令和２年３月に策定した「ささぐり こ

ども いきいきプラン」では、保育の必要量の見込みと、その確保方法の見込みの

推計において、幼稚園１園を認定こども園とすることにより、おおむね待機児童問

題が解消する見通しとなっておりますので、今のところ保育所を増設する予定はご

ざいません。 

  とはいえ、子育てや暮らしのあり方も多様化していく中、子育てを取り巻く状況

も刻々と変化しておりますので、今後の状況を注視しながら、子育て家庭を町全体

で支援することができる環境整備をより一層推進してまいります。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問はございますか。 

  はい、横山議員。 

○議員（横山 和輝） 篠栗北地区産業団地の保育所について、簡単にちょっと説明

していただきたいのが、計画どおり保育所をつくるということは変わってないんで

しょうけれども、大体どのめどで、具体的な話が出てくるかとか、そういった日に

ち的なめどというのは立っていますか。 

○議長（阿部 寛治） 町長、どうぞ。 

○町長（三浦 正） その件については私のほうからご説明申し上げますけれども、

売却は全て、今度の議会で議決をいただきます事業用地６が終了しますと、売却は

全て終わります。 

  そうしますと、私ども、まちづくりのこれから先のことを考えるということで、

大学の先生も入れて、産業団地内の今後のあり方についてご協議を続けていくべく

予算も計上しておりますが、それに基づいて、そこで管理組合をつくったり、保育

所の運営についてどうするか、あるいはバスの運営についてどうするか、というよ

うなことを、協議していく段取りとしております。 

  最終的に工事が少しずれ込んでおりまして、建設完了が、大体、令和５年の７月

ぐらいになろうかというふうに、一部前後するところもありますけれども、メイン

の操業開始を、グランドオープンといいましょうか、そういうものが、多分令和５

年の７月ぐらい、２年弱あるところでございますので、その間には十分間に合うべ

く、保育所の運営についても固めてまいりたいと思っております。 

  当初工業団地に進出する事業所から、やりたいという手が挙がっておりましたが、

それについては多少難しいような状況でございますので、外の事業体に公募をかけ

て、建設・運営という流れになっていこうかと思っております。 
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  先ほど松岡課長から、企業主導型にしていこうかどうしようか、というようなこ

との答弁ございました。これにつきましても、半分は企業主導型にしますと、そこ

の部分は、人数の枠があっても企業が負担しなければいけませんので、全体の規模

の中で、企業主導型の、地域から保育児童を受入れる部分、というようなことをし

っかりと検討して、数字を固めた上で、希望等を考えていきたいということで、こ

れについては、当初計画どおり進めていこうと思っておりますのでよろしくお願い

します。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

  横山議員。 

○議員（横山 和輝） あとは待機児童ゼロについて、ちょっとですね、質問したい

んですけれども。私もですね、保育園児、保育園に関して詳しくないので、ぜひち

ょっと聞きたいんですけれども、先ほど藤木議員の答弁を聞いていますと、今現在、

今月ですかね、待機児童は４２人であっていますかね、４２人というふうな答弁を

されたんですけれども。 

ただ国の基準で４２人って言われたんですよね。その、町の基準で今どれくらい

いますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 町の基準というか、実際の待機児童数でよろしい

でしょうか。 

  実際の待機児童数は、１２５名でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（横山 和輝） １２５名、実際いらっしゃるわけですよね。その、度々気に

なっていたんですが、待機児童の話を聞くときに、急に増えたり減ったりするわけ

ですよ、なぜかなと思ったんですけれども、答弁によって、国の基準で出したり、

町の基準で出したり、都合のいい数字を出しているんじゃないか、と思うんですよ

ね。 

  実際、今、１２５名と言いましたけれども、それが実際に、今、篠栗町で待機し

ている人数ですよね、そこを考えないといけないわけですよ。 

  国の基準で４２名と言いますけれども、そこじゃなくて１２５名でしょう、それ

でしたら。 

  それから言っても、ちょっと、篠栗幼稚園のこども園化する際の資料を貰ったと

きも、その時も１５０名いたんですね、実際に入園できない子どもの数がですね。



－ 32 － 

それに加えてですね、認可保育所、認定こども園の定員が７３０名に対して、実際

入所者数が８１３人とですね、８３名定員よりオーバーしているんですよね。とい

うことはですね、運営は結構無理をしているんじゃないか、と。定員をオーバーし

ていますからね。 

  そこら辺も考慮しますと、実際に２００人以上、受入れる施設が必要なんじゃな

いかと思うわけですが、この数字からいくとですね。 

  篠栗幼稚園を民営化して、保育所分を９０人程度受入れるっていうのは、ここ書

かれていますので、それだとしてもやはり、１００名以上もっと受入れる施設がな

いといけないと、ＮＰＯ法人が令和４年ですか、令和４年にされると言われました

けど、それでも足りませんよね。ですので、そこは待機児童ゼロを目指すのであれ

ば、そこを受入れる施設をもっとつくらないといけないと思うんですよ。 

  ですので、私は一案として、もう廃園するわけですから、あそこの土地も結構広

いですよ、あすなろ保育園の倍ぐらいありますし、勢門幼児園よりもちょっと大き

いぐらいですよね。そこら辺を例えプロポーザルで無償貸与してですね、どこかに

話をするとか、そういった考えはもう全くないのですか。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○こども育成課長（松岡 秀策） 私どもが待機児童の数を報告するにあたりまして

は、基本的には国の基準ということで報告をしているつもりでございます。 

  また、待機児童の定義につきましては、これは国の方からの分なんですけども、

保育所への入所利用資格があるにもかかわらず、保育所が不足又は定員がいっぱい

のために入所ができずに、入所を待っている児童ということが基本的な待機児童と

いうことで考えております。 

  今、議員が言われたように、それ以外の部分の方、先ほど申しました、町といい

ますか、実際の待機はどのくらいかということで数が違うんですが、その分につい

ては、先ほど申しました、育児休業を取ってある家庭、また求職活動を休止若しく

は求職活動をやめられて自宅にいらっしゃる方、また幼稚園に入所しながら保育所

の入所申請をされている方、また、特定の施設、どうしてもこの施設だけしか駄目

という形で待機している方等がいらっしゃるので、その分で数が膨らんでおります。 

  そういった部分を勘案いたしますと、私どもが考えている待機児童については、

国の指針である数というふうに感じておりますので、その方々を入所できるような

施設までというふうには、まだ今のところは考えておりません。 

  以上です。 
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○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 

○議員（横山 和輝） 国の基準で考えるのは、それはそれでいいですけれども、た

だ、最初、報告を受けたときには、実際１５０人いるって報告を聞いたわけですよ、

こちらとしては。 

  片方では国の基準で言って、片方で実際こんだけいますので、この分必要ですっ

て説明して、それは違うんじゃないですか。 

  私は思うんですよ。 

  これも答えてもらわなくて結構です。 

  ただそれでも実際に待っている人はいるわけです。待機児童、入園できない人た

ちがいるわけですよ。そこまで、町は考えていくべきじゃないかとはね、私は思い

ますけれども、そういう考えがないということがわかりましたので、次の質問に行

きたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 今、担当課長のほうからそのように答弁いたしましたけれども、

今後、働き手の数っていうのは、またいろいろ流動的に増えていく可能性も大いに

あるわけでございますので、今、議員がお話しになられました北勢門幼稚園の廃園

後の対応についても、少しまた流動的にいろんなアイデアをお聞きしながら考えて

みるのも一考かとも思いますので、貴重な意見としてお承りいたしたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 終わりますか。 

  ３問目にいく。 

○議員（横山 和輝） 次の質問に移ります。 

○議長（阿部 寛治） 次の質問、はい、どうぞ。 

○議員（横山 和輝） 最後の質問になります。 

  最後の質問は、山林伐採後の大量の混合残土、その実態及び対処状況についてで

す。 

  旧ごみ焼却場付近の山林を伐採後、洪水により生じた大量の木片や家庭ごみを含

む土砂が運び込まれているとの報告を受け現地を確認いたしました。 

  現地を見てこのような行為を許していたならば、山林を多く有する我が町は今後

大変なことになるのではないかと危惧し質問いたします。 

  一つ目が、関係する山林の伐採について、伐採の時期及び伐採許可等に問題はな

かったのでしょうか。もし手続き等に問題があったならば、どのように対応したの

かお尋ねいたします。 



－ 34 － 

  二つ目が、現場に搬入されている土砂等は一種の廃棄物と考えられます。すでに

県の担当部局が調査に入っていると聞きますが、町のこれまでの対応及び今後の取

り組みについてお尋ねいたします。 

  以上、２点の答弁を求めます。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁を。 

  はい、町長。 

○町長（三浦 正） ただいまは、「山林伐採後の大量の混入残土搬入、その実態及

び対処状況」につきましてご質問をいただきました。 

  ご質問の内容は、関係する課における諸手続きについてのご質問であると思いま

すので、ご質問の１を産業観光課長から、２を都市整備課長から答弁をいたします

のでよろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、産業観光課長。 

○産業観光課長（松熊 大） 「山林伐採後の大量の混合残土搬入、その実態及び対

処状況について」のご質問にお答えいたします。 

  ご指摘の旧焼却場付近において、伐採行為が行われた場所は、許可ではなく森林

法第１０条の８の規定による届出が必要な場合に該当いたします。 

  昨年、無届による伐採が確認されたため、速やかに担当職員が現地に赴きまして、

当該制度を説明するとともに、伐採届を提出するよう関係者に求めてまいったとこ

ろでございます。 

  その後、本年６月に所有者より伐採届の提出がございましたが、不備が判明した

ため、補正をお願いしてきたところ、先日、当該森林所有者から遅延理由を付した

顛末書と併せて伐採届が提出されております。 

  なお、この間、８月には「福岡県土砂災害埋立て等による災害の発生の防止に関

する条例」の規定から、福岡農林事務所などと共同で現地立会を行い、情報の共有

に努めてまいったところです。 

  今後、伐採届の無届や遅延が発生しないよう、様々な事態に迅速に対応できるマ

ニュアルを策定するとともに、制度の周知に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 引き続き、都市整備課長。 

  はい、どうぞ。 

○都市整備課長（堀 雅仁） 都市整備課です。 

  議員がご質問されました２につきまして、お答えいたします。 
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  本件につきましては、８月に入って町民の方から通報がございまして、本課職員

にて、当該敷地外から確認をさせていただきました。 

  状況としましては、土砂の山積み、伐採木の野積み及び電気製品等の集積がござ

いました。 

  また、同時期に、福岡県宗像遠賀保健福祉環境事務所、環境指導課より、本件に

ついて相談がございました。 

  現地の状況について確認を行った結果、産業廃棄物の可能性があることから、ま

ずは、県保健福祉環境事務所にて指導を行っていただくこととなっております。こ

の協議の後日、同保健福祉環境事務所から事業主に対して、適正な処理を行うよう

に指導を行ったとのことでございます。 

  現在、事業主が処理を行っているものと考えますが、町としても今後の動向を監

視し、県と連携を取りながら、完全な処理に向けて対応することとしております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問ございますか。 

  はい、横山議員。 

○議員（横山 和輝） いえ、再質問はございません。 

  答弁の結果を聞く限り、しっかりと対応されているようですし、県との連携もう

まくやられているようですので。 

無許可でですね、特に森林を多く有する篠栗町は、こういったことはやっぱり許

されないと思いますので、ぜひとも、今後とも目を光らせて、県と連携して、今後

ともこういうことがないように、お願いして、今日は質問を終わりたいと思います。 

○議長（阿部 寛治）       

                     

                                       

                                      

                                      

                                      

                                      

                                      

        

○議員（横山 和輝）            

○議長（阿部 寛治） 一般質問を始めて１時間１０分ほどたちましたので、ここで
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５分でいいですか、休憩して、この時計でいいますと１１時１５分から始めますの

で、議員の皆様どうぞよろしくお願いします。 

休憩 午前１１時１０分 

再開 午前１１時１５分 

○議長（阿部 寛治） では、再開いたします。 

  質問順位３番、品川静議員。 

○議員（品川 静） 議席番号４番、品川静でございます。 

  では、質問に入りたいと思います。 

  消防団は、消火活動はもとより、頻発する自然災害の対応など、地域住民の安

心・安全を確保するために欠かせない組織です。仕事などを持ちながら、消防団に

従事されている団員の皆様に日頃から感謝しております。 

  しかし、全国的にも消防団員は減少傾向にあり、防災力の低下が懸念されていま

す。 

  その一方で、消防組織の活性化や地域のニーズに応える方策として、女性消防団

員を採用する動きが広まっており、女性消防団員数は年々増加しています。 

  篠栗町の女性消防隊の活動は、女性の視点できめ細やかな防火・防災の啓発や救

急救命講習の実施、警報発表時の情報発信や防災塾の開催など、主体的な活動で心

強い存在であると感じています。 

  ですが、消防団全体としては、まだ女性の人数は少なく、活動において、妊娠、

出産、子育てなど、ライフステージなど課題があるのではと考えます。この課題は、

今や女性特有のものではなく、男女共通の課題として捉えるべきです。 

  組織の中で、それぞれ異なる事情を持っていることへの理解やサポートのある環

境が整うことで、非常時の多様なニーズに対応できる柔軟性も備わるのではないか

と思います。 

  そこで、篠栗町の防災力を高めるためにも、消防における女性のさらなる活躍の

推進を願い、女性消防隊を取り巻く現状をお聞きしたいと思います。 

  まず、①篠栗町の男女別団員数と定員数。 

  ②ライフステージでのサポートはどのようなものがあるのか。 

  ③女性消防隊には分団長が存在しないが、主要会議に女性消防団員は出席してい

るのか。 

  ④各行政区へ女性消防隊の紐づけがされていないが、どのような連携になってい

るのか。 
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  ⑤防災塾「サバイバル系女子育成講座」の受講者のフォローは行っているのか。 

  以上のご回答をお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁を求めます。 

  はい、総務課長。 

○総務課長（田村 明広） それでは、品川議員の「女性消防隊のさらなる活躍の推

進を」のご質問にお答えします。 

  篠栗町消防団女性消防隊につきましては、議員のご質問にもありましたとおり、

町広報紙やＳＮＳを活用した防火・防災の啓発活動をはじめ、消防団員の活動内容

を紹介して、消防団への興味や理解を促進するための情報発信、そして小学校など

で防災や消防活動に関する授業も行っております。 

  また、ＡＥＤの使用方法や心肺蘇生法の普及を図るための救急救命講習の実施の

ほか、災害発生時の避難場所運営や大規模火災時における消火活動の後方支援につ

いても活動内容と想定し、訓練を実施しております。 

  住民の防災意識の向上や災害発生時に避難所等における女性の視点に立った支援

がますます重要となる現在では、今後、女性消防隊の充実が不可欠であると、町と

しても認識しているところでございます。 

  それでは、まず①の「篠栗町の男女別団員数の定員数」についてお答えいたしま

す。 

  篠栗町消防団条例で、団員定数は２６０名と定めており、その内訳は、団長１名、

副団長２名、分団長１０名、班長２０名、団員が２２７名でございます。この定数

に女性消防隊も含まれております。 

  令和３年４月１日現在の全団員数は２４５名で、そのうち女性消防隊員は１５名、

全体に占める割合は約６.１％でございます。 

  近年は、男性団員の新規入団確保が厳しい状況の中、女性団員は増加傾向にござ

います。 

  消防庁による消防団員に占める女性の割合目標では、令和８年度までに１０％を

目標としながらも、当面は５％を目標として掲げてあります。 

  本年４月１日の全国平均は３.２％であり、本町の女性消防隊員は、全国平均と

比較して少なくはない状況ではありますが、女性消防隊の充実を図るため、今後も

団員募集を行ってまいります。 

  次に、②の「ライフステージのサポートはどのようなものがあるか」についてで

ございますが、消防団員は、非常勤特別職の地方公務員として位置づけられており、
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町消防団では、子育てや出産時、仕事の都合なども含め、参加できる者が、できる

範囲の活動を行っております。 

  特定の団員が何らかの事情により活動に参加出来ない場合は、団員同士が支え合

って活動を行っており、町といたしましても女性消防隊などへの講習依頼があった

際には、状況によっては講習日時の変更など調整を行っているところでございます。 

  また、町消防団では、「消防団員等福祉共済」及び「福岡県市町村消防団員等公

務災害補償組合」に加入しており、消防団活動での死亡や負傷に対する給付はもち

ろんですが、消防団活動以外でも死亡や障害を負った際には、遺族援護金、障害見

舞金の給付、７日以上の長期入院となった場合には、入院見舞金が給付される制度

もございます。 

  続いて、③の「女性消防隊には分団長が存在しないが、主要会議に女性消防団員

は出席しているのか」についてお答えいたします。 

  篠栗町消防団における分団長は、火災や災害時に各分団員の円滑な活動及び安全

を確保するための指示や活動支援を担っております。 

  平常時には、指示や安全管理を適切に実施できるよう一般団員とは別に訓練や協

議を重ねております。 

  また、訓練や消防団行事の前には、計画の策定や事前準備を行うなど、団員活動

の下支えが主な役割となっています。 

  そのため現状では、分団長は消火活動や災害対応への経験を重ねた者がその役職

に就くことが慣例となっているところです。 

  女性消防隊は、現在、防火・防災の啓発活動や救急救命講習などに特化した活動

を行っており、機能別消防団としての性格が濃いものとなっています。 

  それに対し、各班においては、災害時における活動を主としており、女性消防隊

の活動内容とは異なる部分も多くありますので、現在のような運用となっておりま

す。 

  篠栗町消防団における主要会議とは、年に５回程度、主な行事の前に開催する消

防団役員会となります。現在は、コロナ禍のため、開催回数は少なくなっています

が、班長以上の団員が参加し、消防団行事の内容や方針について協議を行い、詳細

を決定するもので、その会議には女性消防隊長も毎回参加し、意見交換も行われて

おります。 

  ④の「各行政区への女性消防隊の紐づけがされていないがどのような連携になっ

ているか」についてでございますが、女性消防隊は、先ほども述べましたとおり、
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防火・防災に対する啓発活動や広報活動、講習会の実施など、全町的な活動を実施

しているため、特定の行政区に所属しておりません。 

  しかしながら、令和２年度から実施している防災士資格取得補助金制度は、各行

政区の自主防災組織で中心的に活動する防災士を増やし、各行政区自主防災力の強

化を目的とするものでありまして、女性消防隊員の中にもこの制度を活用して、防

災士の資格を取得する方が増えており、今後各行政区において、女性の防災士が活

躍される日も近いと思っているところでございます。 

  最後に⑤の「防災塾「サバイバル系女子育成講座」の受講者のフォローを行って

いるか」についてでございますが、この講座は、令和元年度に福岡県の女性による

元気な地域づくり応援講座事業「元気塾」として、女性を対象とした災害時の避難

生活やサバイバル方法の講座を、全４回に分けて実施されたものでございます。 

  福岡県の補助を受け実施された事業で、消防団の活動とは別に、女性消防隊の有

志の方々が独自の実行委員会を組織され、活動したものでございます。 

  受講者へのフォローは、この実行委員会が予定してあったとのことですが、現在、

コロナ禍により実施が困難な状況で、見合せている状況であると聞き及んでおりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 答弁が行われました。 

  再質問はありますか。 

  はい、どうぞ。 

○議員（品川 静） 消防団への女性起用の門戸は広く開かれているということで、

安心いたしました。 

  女性消防隊の受入れを進めるため、また性別にかかわらず、成り手不足を解消す

るためにも、ハード面、ソフト面の改善が段階的に必要になると思います。 

  そこで、消防団の充実強化や活性化についての具体的な方策等をアドバイスする

という消防庁の消防団等充実強化アドバイザー派遣制度の活用のお考えはあります

か。 

  北九州には、女性消防団員のアドバイザーもおられますが、いかがでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、総務課長。 

○総務課長（田村 明広） 品川議員が今おっしゃられました消防団等充実強化アド

バイザー派遣制度は、消防庁が行っている事業でございますけれども、具体的には

消防団への加入促進ですとか、消防団の充実強化及び活性化、その他消防団を中核
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とした地域防災力の充実強化に対する助言及び情報提供等を、全国に今２８名の方

がアドバイザーとして委嘱を受けていらっしゃいますけれども、その方々を派遣し

て、問題解決を図るという事業でございます。 

  都道府県を経由してですね、消防庁に申込むような制度でございまして、この要

綱を確認いたしますと、原則２年続けては派遣を受けられないといったことですと

か、そういった縛りもございますので、篠栗町消防団がですね、自らやはり充実強

化等活性化のために、また課題解決のためにアドバイザーの派遣が不可欠だという

ことを、団長のほうからも要請がございましたら、町といたしましても積極的にこ

ういった制度を活用したいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（品川 静） では、次に近年ですね、やっぱり災害級の大雨も多く、各地域

での防災対策というのが急がれると思います。 

  私の行政区の方でも、組長会議で何度か防災会議をという課題が上がっているの

ですが、実現できない状態が続いております。 

  行政区での催物ができない今、各地域で防災について取り組めるときではないか

と思います。 

  災害のときの各地域での課題やニーズは様々ですし、公民館の避難所は、長引く

避難生活を視野に入れる必要もあり、運営などに女性の視点を生かしたマニュアル

作成や直接住民への防災啓発に取りかかっていただきたいのですが、その後押しを

していただけないかと思いますがいかがでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、総務課長。 

○総務課長（田村 明広） 先ほど議員のご質問に対する答弁の中でも申し上げまし

たが、令和２年度から町では、防災士資格取得に係る補助金交付事業を行っており

ます。初年度の令和２年度につきましては、２６名の方が資格を取得され町の補助

金の交付を受けてありますので、男性の方がそのうち２５名で女性の方も１名いら

っしゃいました。 

  令和３年度につきましては、７月３０日でこの申込みを締め切っておりますけれ

ども、１６名の方がお申込みされまして、男性の方が１４人、女性の方が２人いら

っしゃいます。 

  この申込みの要件には、各行政区の区長さんの推薦がいるということになってお

ります。 
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  資格取得後に地域でその防災士としての知識を活用して活動していただくという

ことが、その補助金の交付要件となっておりますので、品川議員がおっしゃられま

したように、地域にいらっしゃる防災士の方、男性、女性含めたところでですね、

そういった取り組みをしていただくのはもちろんですけれども、女性の視点が必要

な避難所の運営ということになってくれば、当然その女性の防災士の資格をお持ち

の方々、女性消防隊もそういったところで情報提供できる部分があると思いますの

で、そういった要望にも応えられるような体制を、今後、つくってまいりたいと思

います。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） 答弁が終わりましたけど、はい、どうぞ、再質問。 

○議員（品川 静） ありがとうございます。 

  では、防災塾は消防団とは別の活動であったということでしたが、女性消防隊の

皆さんが主体的に活動した成果が大きかったと思います。 

  その塾での防災の経験や知識を共有された受講生の皆さんは、防災士のみならず、

地域の防災力向上のためにも大事な人材だと考えます。 

  今後、町の防災活動に何らかの形で関わっていただけるよう行政からも働きかけ

ていただけたらと思います。 

  さらなる女性消防隊の活動を基に、性別にかかわらず、誰でも様々な分野で個性

と能力が発揮できるまちづくりの推進をあわせてお願いして終わりたいと思います。 

  ありがとうございました。 

○議長（阿部 寛治） 質問順位４番、田辺弘之議員。 

○議員（田辺 弘之） 議席番号６番、公明党の田辺です。 

  今回は、電子図書館の導入について質問いたします。 

  余談でありますが、今回、一般質問、議席番号順に並んで、こんなのは初めてで、

傍聴に来られた方は、番号順じゃなく、我々は通告書を、くじで引いて、もう何か

珍しいなと思ってですね。こういう場で質問されることを幸せだと思っております。 

  では、本題に入ります。 

  新型コロナウイルス感染症の拡大は、私たちの文化活動や学校教育に大きな影響

を与えております。特に、「緊急事態宣言」期間においては、全国の公共図書館で

は、臨時休館が余儀なくされました。 

  昨年春の第１回緊急事態宣言において、休館している図書館数は全国で９割を超

えました。篠栗町でも、現在も続く４回目の「緊急事態宣言」で図書館は今でも休
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館中です。 

  このような中で注目されたのが、２４時間いつでも、どこからでも、電子書籍が

借りられる電子図書館サービスです。 

  各図書館は休館中、郵送貸出、宅配のほか、電話やメールでの問い合せ対応とい

った非来館型のサービスを行い、地域の文化活動を支える機能を維持すべく工夫を

重ねました。 

  しかし、非来館型サービスでは、電子図書館に勝るものはありません。電子図書

館の利用が注目されたこともあって、これまで導入していなかった公共図書館でも

導入が進んでおります。 

  電子出版制作・流通協議会の調査によると、今年７月１日現在の電子図書館の数

は全国で２３４館となり、この１年で１２４館が増えました。一昨年度の導入館が

８館にすぎなかったことを考えると、その急増ぶりがよくわかります。 

  福岡県では、１３の自治体が導入。糟屋郡では、宇美町が昨年１２月から、福岡

市も今年３月に電子図書館をオープンさせました。 

  コロナ禍で外出自粛が求められる中、インターネット上で気軽に借りて読める電

子書籍のメリットに人々が気づいて要望が高まったほか、政府の新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金が出ることも大きな後押しとなっております。 

  日本の公共図書館は、米国に比較して電子図書館の導入が遅れてきました。米国

では１０年前に、ほぼ９割の公共図書館が導入し、有効活用されております。 

  一昨年には、「視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バ

リアフリー法）が制定されましたが、利用しやすいメディアとして、電子図書館は

有効と考えられます。 

  また、学校図書館においても「ＧＩＧＡスクール構想」で、篠栗町でも小中学校

には、児童生徒１人１台の端末と高速大容量のインターネットが整備されており、

デジタル教科書の取扱いも見直され、この４月から全面的な利用が可能となってお

り、電子書籍の利用になじみやすいと考えられます。 

  これらのことを踏まえて、次の質問を行います。 

  ①ここ数年間の図書利用状況の推移はどうなっているのか。 

  ②書籍などの図書館利用のコロナ対策はどう行われているのか。 

  ③電子図書を利用する場合、現状のシステムとの連携は可能かどうか。 

  ④視覚障がい者等の読書環境はどうなっているのか。 

  ⑤学校図書館における電子書籍の利用は可能かどうか。 
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  以上の答弁をよろしくお願いします。 

○議長（阿部 寛治） 答弁をお願いします。 

  社会教育課長。 

○社会教育課長（藤 幸三） 社会教育課、藤でございます。 

  ただいまの田辺議員の「電子図書館の導入を」についてのご質問を順次お答えい

たします。 

  まず、①番目の「数年間の図書館利用状況」につきましては、直近の３年間の利

用者の人数では、平成３０年度は４万４,５０４名、令和元年度は３万８,５２２名、

令和２年度は３万６５３名となっております。 

  年々減少しておりますが、主な原因といたしましては、コロナウイルス感染症拡

大の影響による臨時休館などが考えられます。 

  次に、②「書籍などの図書館利用コロナ対策」についてお答えいたします。 

  現在は、返却された書籍などを消毒するなどの感染対策を行っております。 

  また、利用人数を制限するために、座席の使用制限及び視聴覚ブースなどの利用

中止、図書館での滞在時間を宣言の度合いに応じて、１時間又は３０分に短縮して

おります。 

  なお、学習室におきましては密を避けるために使用禁止とし、福岡コロナ特別警

報、緊急事態宣言発令中は原則として、臨時休館としております。 

  続きまして、③番目の「現状システムとの連携は」についてお答えいたします。 

  現状のシステムにつきましては、蔵書検索機能及びインターネット予約は可能で

すが、資料の貸出しにつきましては、図書館利用カードの交付を受け、図書館に来

館しての手続きとなっております。 

  なお、貸出しの延長につきましては、システム上可能です。 

  現在発行している図書館利用カードにつきましては、個別に番号を登録しており

ます。電子図書館を導入した場合に、現在の図書館システムとの連携ができるか、

また、この図書館利用カードの番号がそのまま利用できるかなどは、今後、導入す

る場合、電子図書館を取り扱っている事業者に手続きを含めまして個別に確認いた

します。 

  ④番目の「視覚障がい者等の読書環境」についてお答えいたします。 

  現在、「広報ささぐり」と「議会だより」につきましては、図書館ボランティア

の方で朗読したＣＤを作成しまして、図書館で貸出を行っております。 

  また、町内在住で希望される方につきましては、この朗読ＣＤをご自宅に郵送す
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る取り組みも行っております。 

  このほかにも、視覚障がい者等の方の読書環境の整備につきましては、さらなる

取り組みを検討してまいります。 

  また、電子図書館の導入につきましても、近隣市町村の状況を注視しまして、今

後の導入につきましては、調査、検討してまいります。 

  ⑤番目の「学校図書館における電子書籍の利用は可能か」につきましてのご質問

につきましては、学校教育課長のほうからお答えいたします。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、学校教育課長。 

○学校教育課長（浦上 利浩) 田辺議員の五つ目のご質問「学校図書館における電

子書籍の利用は可能か」というご質問につきまして、お答えをいたします。 

  小中学校では、今年の３月までに、１人１台パソコンの配備、校内通信ネットワ

ークの整備が完了し、現在、各校において、授業やその他の活動でパソコンの利活

用に取り組んでいるところでございます。 

  学校での１人１台パソコンの活用は始まりましたが、電子図書館システムの導入

を行ったわけではございませんので、電子書籍が利用できる状況ではございません。 

  電子書籍の導入は、コロナ禍においても図書館内の密を避ける意味でも、また、

限られた書架スペースを有効に活用する意味でも、あるいは、子どもたちの情報リ

テラシー向上の観点からも意義はあるのではないかと思います。 

  しかしながら、公立図書館に小中学生向けの電子書籍が整備されれば、児童生徒

もこれを利用できるはできると思われますし、やはり学校では、現物の本を手に取

ることが重要だと思いますので、これにつきましては、今後の検討課題とさせてい

ただきたいと存じます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問ございますか。 

  田辺議員、どうぞ。 

○議員（田辺 弘之） まず初めに、１番目の図書館利用状況ですが、一昨年からの

減少はコロナの影響が主な要因と考えるとありましたが、その前の平成３０年度と

令和元年度の利用数もかなり減少しております。利用しやすい図書館利用方法とし

て、いつでも、どこでも利用できる電子図書館は有効だと思います。 

  電子図書は、年配者は利用しにくいと一般的に言われていますが、実際には、使

用者の年齢層を調査すると、高齢者の利用が増大しているそうですが、篠栗町の利
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用者は、年齢層別に把握しているんでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○社会教育課長（藤 幸三） 図書館の利用につきましては、年代別に利用者を集計

しております。 

  令和２年度におきましては、６０歳以上の利用者の方が最も多く、次に４０歳代、

また５０歳代の利用と続いています。 

  なお、そのほかにも、行政区別とか、利用時間帯別、あと曜日別、資料別など、

いろんな分野に関して利用者の状況を集計して把握しております。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（田辺 弘之） 私の前のご年配の方もスマホなど積極的に活用されています

ので、導入したとしてもハードルは思ったよりも高くないと思われますし、電子図

書だと文字を拡大も可能なので利便性が高まると思いますのでよろしくお願いしま

す。 

  次に、２番目の図書館利用のコロナ対策ですが、現在、デルタ株が猛威を振るっ

ており、エアロゾルや飛沫が主な要因だったコロナウイルス感染が接触感染で拡大

しているとも言われております。 

  図書館によっては、本を専用の除菌機に入れ、３０秒消毒してから返却するとこ

ろも増えております。 

  そのような対策をとられることは考えておられますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○社会教育課長（藤 幸三） 今の消毒につきましてですけれども、現在、職員の方

で強めの８０％のアルコール消毒を手作業で行っております。 

  いろいろ調べますと、今、市販のほうで書籍洗浄機であったりとか、本を消毒す

る機械がいろいろ出ているみたいなので、今後ちょっと導入につきましては検討い

たします。 

○議長（阿部 寛治） はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） その作業だけでも大変と思いますので、感染予防のためにも、

除菌機等の導入の検討をよろしくお願いいたします。 

  ３番目の現状システムの連携ですが、電子図書館を導入した場合、混乱を招かな

いようによろしくお願いいたします。 

  ４番目の視覚障がい者等の読書環境についてですが、文部科学省と厚生労働省は、

読書バリアフリー法の積極的な推進を進めております。 
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  感動のパラリンピックの放送が終わり、そのままテレビを見ておりましたら、７

歳のとき不発弾の爆発によって、両目の視力と両手を失った藤野高明さんという方

の番組が放映されておりました。見られた方もおられると思いますが、１３年間学

校に行けず、心も荒れていたのですが、２０歳のとき１人の看護婦さんが読んでく

れた北条民雄の「いのちの初夜」という本で、視力も手の指もなくしたハンセン病

患者が唇や舌先を使って点字を読むの知り、自分も同じように挑戦し、通信教育で

大学を卒業し、教員資格を取り、盲学校の教師を３０年間勤められたという内容で

ございました。 

  「一冊の本が人生を変えることもある」その意味でも、読書バリアフリー法の推

進はぜひとも必要ではないでしょうか。 

  電子図書を導入した場合、読み上げ機能などもあるので、視覚障がい者の方が読

書を楽しむためにも導入の検討が必要と思いますが、どうでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○社会教育課長（藤 幸三） 視覚障がい者の方の読書を楽しむための導入の検討に

つきましてですけど、今後、電子図書を導入する場合は、読み上げ機能などありま

したら当然導入することを検討します。 

  また、そのほかにも今先ほど答弁しました取り組みのほかには、朗読ＣＤとか、

朗読カセット、点字図書、それと活字が大きめに印字されてある大活字本などの資

料が今あります。 

  また、今後どのような要望があるか、今後何かをしなければいけないなどの場合

と、改めて今後調査検討いたしまして、繰り返しになりますが、先ほどの障がい者

の方の読書環境の整備につきましては、今後調査検討してまいりたいと思います。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（田辺 弘之） 去年ですね、広報ささぐりが新しくなってからは、今まで従

来どおりの図書館コーナーがなくなり、新刊案内と、後ろの方の１４面に子ども子

育てコーナーに図書館イベントとして、細かく掲載されておりますが、７月号の表

紙には、先ほど答弁された朗読ボランティアの方々の写真が、そしてその中の記事

には、その内容が掲載され、太郎良教育長も参加されているのが書いてありました。

ありがとうございます。 

  レイアウトなどの事情もありますので、ホームページなどを利用して、パソコン

の現在無料で提供されている青空文庫などの利用で、電子書籍になじんでもらう記
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事の掲載など、様々な方法で気軽に利用できる電子図書利用の推進の工夫をするこ

とは可能でしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○社会教育課長（藤 幸三） 電子図書の推進につきましては、様々な、いろんな情

報が、今、ホームページとかであるみたいですので、今後、図書館のページ等とか、

広報・ホームページなどに掲載できるかどうか、また検討して進めてまいりたいと

思います。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） 今ありましたように、広報やホームページに関しては、まち

づくり課長、よろしくお願いします。 

  それでは、学校教育課長にお聞きします。 

  ５番目の学校の図書館についてですが、今年の３月に文部科学省が出した「電子

図書館及び電子書籍を活用した子ども読書活動推進に関する実態調査」というもの

があります。 

  篠栗町でもその調査はされたのでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、学校教育課長。 

○学校教育課長（浦上 利浩) 電子図書館及び電子書籍を活用した子どもの読書活

動推進に関する実態調査を篠栗町でも行ったか、というようなご質問だと思います

けども、当該調査は、文部科学省が全国の自治体に対して調査を行っているもので

して、篠栗町におきましても、町立図書館及び学校図書館について、電子書籍等の

導入は行っていない旨の回答を、図書館の所管である社会教育課から回答いたして

おります。 

  当該調査の結果では、学校図書館に電子書籍を導入している市町村というのは、

非常に極めて少のうございまして、そういう状況でございますけども、今般このよ

うに、全国の小中学校、高等学校、特別支援学校にパソコンが導入されております

ので、この調査結果が今後変わっていくと思いますので、こういったものを踏まえ

て、今後の検討課題とさせていただきたいと存じます。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） ありがとうございます。 

  その中で書いてある実態調査では、アンケート結果によると全ての又は一部の公



－ 48 － 

共学校に電子書籍を導入している自治体は約２％、おっしゃったように少ないです

ね。また、１割近くの自治体において、公共学校での電子図書館の導入を１割が検

討しているとあります。今後のこの実態調査なども参考にして検討をよろしくお願

いいたします。 

  最後ですけども、９月１日には、デジタル庁が発足し、いよいよ本格的に電子化

の流れが加速していくのではないかと考えております。 

  早期の電子図書館の導入も望むところでありますが、制度的にもまだまだ整って

いないことも多いと感じられます。 

  今は音楽を聞くにしても、サブスクが主流となっております。 

  書籍を見ていくことも、学校では、１人１台のパソコンを個人においても、スマ

ホやタブレットを利用していく流れは大きくなっていくと思いますので、導入も含

めて、様々、図書館のあり方を検討していただくことを要望して、質問を終わりま

す。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） 次に移ります。 

  ５番、松田國守議員。 

○議員（松田 國守） 議席番号１１番、松田でございます。 

  町有林売却についてお尋ねします。 

  本年度第２回定例会において、町有林売却可能性の報告を受けました。 

  対象物件は、日田市上津江町（旧大分県上津江村）にある約８４ヘクタールの町

有林で、平成１５年１月の臨時会で購入議案が賛成多数で可決され、約８,７００

万円で契約、購入された山林であります。                   

                               

  筑後川流域からの取水の恩恵に対して、我が町が水源涵養地として購入したもの

であるとの大義名分でございますが、「我が町が購入をしなくても山林が消えて無

くなるわけでもない。雑木林を手入れするための苗木の寄附と、その植樹のボラン

ティアだけでも、我が町の水源涵養施策の姿勢は内外に高く評価されたのではない

か」と、議員になりたての私は腑に落ちず一般質問で質した経緯があります。 

  筑後川流域からの取水の恩恵に対して、そうした大義名分を掲げて購入したわけ

でございますが、１４年度から実施されたボランティア植樹及び当時の維持管理費

は５,１３０万円、そのうち１,３００万円の補助を受け、３,８３０万円の町費が

投入されました。 
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  莫大な購入費はさることながら、延々と続く維持管理費に自主財源確保を最大の

課題とする行政改革のさなか、町民の汗が滲んだ血税を町外に充て続けることを危

惧し、平成２０年６月定例会の一般質問において、山林の処分を質しましたが、

「経済情勢その他の状況から購入より手を挙げてもらえる外部の環境にない」との

答弁でありました。 

  それから１３年、やっと山が動き出しました。 

  常々、住民から上津江村について問われておりますので、この機会に、これまで

の主たる経緯と、要した全ての経費をお示しいただきたい。 

  なお、今日に至ったことに対する町長の見解を求めます。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） ただいまは、松田議員から「町有林売却について」のご質問を

お受けいたしました。 

  先ほどの横山議員のご質問の際にも申し上げましたが、本件につきましては、議

員ご質問の冒頭にもありましたとおり、令和３年第２回定例会において、売却手続

きを進めたい旨のお話をしておりましたので、補正予算の事前審査とならない範囲

で答弁するものでございます。 

  ご質問は、大分県日田市上津江町に篠栗町が所有しております町有林の売却につ

いての件でございます。 

  ご質問の中の、これまでの経緯と要した支出総額につきましては、産業観光課長

から答弁をいたしまして、最後に、私へのご質問に対して答弁を申し上げます。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○産業観光課長（松熊 大） 大分県日田市上津江町にあります町有林について、売

却の可能性について打診を受けていることにつきましては、先の第２回定例会にお

きまして、議員の皆様にご報告いたしました。 

  この町有林は、平成１４年度に大分県上津江村、現在は日田市の民有林８３.７

ヘクタールを約８,７００万円で購入したものでございます。 

  水源町でもある本町は、当時から水源涵養の重要性に理解を示し、福岡地区水道

企業団が取水している筑後川の源流域において、台風などによる荒廃後、整備が進

まない箇所を含む当該地を購入、豊かな水資源の供給源として未来へ引き継ぐため、

森林土壌機能の育成を目的としたものでございます。 

  購入後、平成１４年度から３か年間は、水源涵養林としての機能の充実を図り、

また、森林の大切さを再認識する機会として、大勢のボランティアにご協力いただ



－ 50 － 

き、荒廃した山林約１４ヘクタールに、ケヤキ、ヤマザクラなどの広葉樹を植樹い

たしました。 

  ご質問にあります現在までに要した経費としましては、購入費約８,７００万円

のほか、ボランティア植樹に係る費用が約３,６００万円、植樹後は広葉樹の生育

に必要な下草刈り、間伐等の作業を実施、これまでの森林整備費用は約３,７００

万円で、購入から１９年目にあたり、これまでに約１億６,０００万円が経費とし

てかかっておりますが、このうち地域活性化事業債による地方財政措置の対象事業

として、普通交付税に算入されたほか、補助金約２,２６０万円を受入れておりま

す。 

  この間、地元の林業事業者へ委託して、適切に管理運営を行ってきたところでご

ざいます。 

  また、町職員が年に数回、現地に赴き山林の状況を確認してまいりました。 

  今日に至るまでの整備により、現在、水資源の保護のため、山林の荒廃を防ぎ、

健全な森林土壌の育成に努めるという、初期の目的を果たしているといえます。 

○議長（阿部 寛治） はい、引き続き、町長。 

○町長（三浦 正） 最後の部分は、私へのご質問でございましたので、私からお答

えいたします。 

  私も就任当初から１０年余り、年に一度は現地に足を運び確認をしてまいりまし

た。植樹した一帯の樹木も順調に生育し、スギ、ヒノキの人工林帯も含め適正な維

持管理がなされておりますので、最近は林業係が現地に赴き撮影した写真にて状況

を確認しているところでございます。 

  日田市から約１時間かけて現地に入らなければならない箇所でございますので、

林業係が現地を確認するについても一日がかりでございます。ぜひ、行かれてらっ

しゃらない議員の皆様には、一度ごらんいただきたいと思いますのでご案内申し上

げます。私も参りましょう。 

  さて、先日のような、近年頻発する豪雨によって土砂災害などが発生すると、本

町から１００キロ離れた場所での復旧工事や周囲に与える影響の把握等が必要にな

り、町の相当な負担も想定しておかなければならないというのが現状でございます。 

  過去の議会で回答申し上げたこともありますように、譲渡や寄附を検討したこと

もございますが、交渉できる譲渡先が見つからず今日に至りました。 

  今回、購入意思のある事業所から問合せを受けていることから、前向きに進めた

いと考えているところでございます。 
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  将来にわたる永続的な支出を見直し、町が一貫して取り組んでまいりました上津

江山林への水源涵養への取り組みを継承いただける事業所等に引き継ぐ時期が来た

のではないかと考えているところでございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問がございますか。 

  はい、松田議員。 

○議員（松田 國守） 産業観光課長にお尋ねします。 

  購入からこれまでに総額約１億６,０００万円の経費だとのことですね。購入費

約８,７００万円、森林整備費約３,７００万円、補助金２,２００万ですか。この

残りは、地域活性事業債による地方財政措置の対象事業として、普通交付税に算入

されているということですが、この金額はわかりますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、課長。 

○産業観光課長（松熊 大） 地域活性化事業債による地方交付税措置は、平成１４

年度の購入時に地域活性化事業債としまして、おおよそ２,０００万円の交付税措

置を受入れているものと見込まれます。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長どうぞ。 

○町長（三浦 正） 私から申し上げますが、先ほども通告に従った内容につきまし

て、私ども答弁することは可能でございますけれども、事前審査にも関わることも

予想されることでございますので、歳出については、控えさせていただきたいとい

うことで申し上げておりますので、再質問については、ご答弁を控えたいと思って

おりますので、何とぞお計らいいただきますようによろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） よろしいですか。 

  ありますか。 

  はい、どうぞ。 

○議員（松田 國守） 同じく、産業観光課長にお尋ねします。 

  この答弁書にありますように、このところ豪雨による土砂災害が連日報道されて

おりますが、この周囲に与える影響を危惧されているようで、町職員が年に数回、

現地に赴き山林の状況を確認してきたとのことでございますが、現状ではその要す

るに、土砂災害とか、そういう心配は今のところありませんか。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 度々申し上げておりますが、その辺のやり取りにつきましては、

補正予算の審議の際に特別委員会の場でやり取りさせていただければありがたいな
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と思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） １１０万円の調査費が補正で上がっていますので、そのとき

にどうぞ。 

  はい、松田議員。 

○議員（松田 國守） 購入したのがですね、１９年前でございます。 

  約８４ヘクタールのうち約１４ヘクタールが荒廃した山林でございます。当時と

してはですね、かなり高額であったのではないかというふうに思うわけでございま

すが、そうした山林でありますが、売却にあたりましてはですね、好条件での売却

を期待して質問を終わります。 

○議長（阿部 寛治） あと、荒牧議員１名になっておりますけど、この一般質問を

受けると、多分お昼休みに入るだろうという可能性を秘めていますので、そのとき

はまた引き続き、議員さんと執行部側に許可を得てしますから、最後の１人として、

どうぞ。 

○議員（荒牧 泰範） 議席番号１２番、荒牧でございます。 

  コロナ禍でありますし、時間も押しているので可及的速やかにやりたいと思いま

す。 

  町民の命を守るささぐりづくり実現をということで、６月の定例議会において

「町民の命を守るささぐりづくり」条例が制定されました。 

  この条例は当初「子どもの命を守る」という趣旨で執行部に提案されましたが、

審査の休息中にある議員から「守るべきは子どもの命だけじゃないよね」と持ちか

けられ「当然、高齢者・障がい者・独居者・妊婦とその赤ちゃんまで町民全員を守

るべき」が共通認識でした。 

  私は、その後の協議で痛ましい餓死事件がマスコミ等で大きく取り扱われたこと

に反応するような条例ではなく、我が町はもっと大所高所からとらえ、町民全体を

救える条例にしていただきたいとお願いしましたところ、現在の形となっておりま

す。 

  そのときに、条例で微に入り細に入り制定すると、現状に即して、都度都度、条

例変更の議決が必要となるので、細部は規則・規定で制定していただきたいとお願

いしておりました。 

  先日、この条例のパンフレットが全戸配布されましたが、読まれた町民の方々か

ら「お題目のみで中身がない」「マスコミ批判対策のアピールですか」「なぜこの

条例だけが配布なのか」「税金の無駄遣いではないのですか」などの厳しい意見が
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聞かれました。 

  この条例は、基本理念であり、お願いしておりましたように、実効的な規則・規

定とセットで町民の皆さんにお示しして、初めてこの条例が効力を持つわけですが、

現在の各課の進捗状況とどのような運びを目論んでいらっしゃるのかをお示しいた

だきたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁求めます。 

  はい、町長。 

○町長（三浦 正） 荒牧議員の「町民の命を守るささぐりづくりの実現を」のご質

問にお答えいたします。 

  このご質問は、大変重要なテーマでございますので、令和３年第１回定例会から

少し振り返りながらご説明いたします。先に発行されました議会だより№２０８号

にも記載されております、条例制定までの経緯報告と重なるわけでございますが、

多少お時間をいただきたいと思います。ご容赦いただきたいと思います。 

  この条例は「町民の命を守るささぐりづくり」に関し、基本理念及び基本原則を

明らかにし、推進するうえで重要となる住民、活動団体、事業者、議会、町長、町

職員の役割と責務を定めることにより、篠栗町に関わる全ての人々が主体となって

協働して「町民の命を守るささぐりづくり」の実現を目指すものでございます。 

  ３月４日の令和３年第１回定例会の開会日の全員協議会において、令和２年４月

１８日に発生した５歳児衰弱死事件について報告し、「何かできたらいいのではな

いか」「何もしなくていいのか」との私の思い、議員の皆様からのご意見を踏まえ

て、３月１６日の議会最終日の閉会挨拶のなかで、「幼い命を守る篠栗方式を議会

とともにつくりましょう」と呼びかけました。 

  議会におかれましては、早速、４月７日に全員協議会を開催していただき、議員

の皆様のご意見を取りまとめていただいたうえで、４月９日、執行部が開催をお願

いしました議会全員協議会において、条例制定に向けた基本的な考え方、スケジュ

ールを協議いただきましたが、その会議の中で「幼い命だけではなく、町民全体の

命を守るものにすべき」とのご意見をいただきました。併せて、同日議会からの意

見書を提出いただきました。 

  ４月２６日、再度全員協議会を開催いたしました。執行部から提出した条例案を

もとに協議をいただき、ご協議いただいた内容でパブリックコメント公開の方針を

示しました。 

○議長（阿部 寛治） 昼休みに入りましたけど、このまま継続します。 
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  よろしくご協力を。 

  どうぞ。 

○町長（三浦 正） そして、４月３０日から５月２１日までパブリックコメント公

開をした後、令和３年議会第２回定例会において議案として上程し、篠栗町「町民

の命を守るささぐりづくり」条例審査特別委員会においてご審議いただき、６月１

８日に全員賛成にて条例が成立し、同日施行いたしました。 

  議会広報にも明記してありますとおり「この条例は、篠栗町に関わる全ての人が、

人と人とのつながりを通して、かけがえのない個人として尊重される篠栗町の社会

づくりをすることを目指すもので、篠栗町の根幹をなす重要な条例の一つである」

と位置づけられています。 

  「条例の内容自体は、既存の団体・個人の役割と責務を規定する「理念」が謳わ

れたものだが、大切なのは、この条例を実効性あるものにするために、これから定

められる規則・要綱で、既存の団体・機関・個人の横の繋がりを再構築し、その理

念をどれほど具体化させるかである。規則・要綱の制定は議会の権限から外れるが、

議会としては町のチェック機関として、その内容に関する報告を求めたい」と結ん

であります。 

  こうした議会としての大きな方針のもとに、今回の議員のご質問がなされたと理

解しております。 

  執行部といたしましては、この条例のリーフレットを私と議長の連名で鏡を付け、

全戸配布いたしましたが、それについて読まれた町民の方々からネガティブな感想

を寄せられたとのご質問の中にございました。 

  当然、議会とともにつくった条例でございますので、間違った認識をいただいて

いる町民のご意見につきましては、議員ご自身で直ぐに訂正していただいたことと

思っております。 

  その後の各課での進捗等につきましては、ご質問の趣旨、議会広報の記載にのチ

ェック機関としての役割と認識しておりますので、こうしたもろもろの点を踏まえ

まして、答弁いたします。 

  繰り返しになりますがこの条例は、篠栗町の人を大切にする思いやりの心を保ち

続けるために、町行政だけでなく、住民、議会はじめ、篠栗町に関わる全ての人々

が協働して取り組む基本理念と基本原則を明記し、篠栗町に関わるみんなが主体と

なって、町民の命を守るためのまちづくりの実現を目指すものであります。 

  この条例の趣旨を最大限に尊重して取り組みを進めるとともに、町の他の条例、
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規則、計画等の制定改廃等をする場合においては、本条例との整合性を図るものと

いたしております。 

  町では、これらのこれからの篠栗町の目指す将来像を示し、行政だけではなく、

住民・事業者・各種団体など、多様な主体が取り組む、まちづくり活動の指針とな

る篠栗町総合計画を策定しており、その計画を実現するために、条例、規則等に基

づき、地域福祉計画、高齢者保健福祉計画、障がい者計画、男女共同参画計画、さ

さぐり健康プラン、自殺対策行動計画、ささぐりこどもいきいきプラン、篠栗町教

育大綱など、多くの個別計画等を策定しております。 

  「町民の命を守る」ということでは、それぞれの町民の立場や環境においても、

取り組みの方法やアプローチの仕方が多種多様であるため、一概に細部について新

たに例規等で定めることは困難でありますし、現実的ではないと考えます。 

  条例に謳っているとおり「町民の命を守るささぐりづくり」に関しては、この条

例の趣旨を最大限に尊重して進めるとともに、他の条例、規則、計画等の制定改廃

等に当たっては、この条例との整合を図るものでありますから、すでに策定してい

る例規や個別計画等の実効性、即応性を高め、また連携させて「孤立化」を防ぎ、

町民の命を守るささぐりづくりを進めてまいります。 

  また、各課の進捗状況について申し上げますと、総務課では、条例のリーフレッ

トを作成し、町内の全世帯と事業所に配布を行いました。 

  通常、配布物は、広報紙と一緒に配布を行うことが多いですが、「孤立化」を防

止することが大きな目的の一つであることから、自治会に加入していない世帯や事

業所に届くよう、全戸配布の取り組みといたしました。 

  区長会をはじめ、青少年健全育成推進本部など、各団体の会議においても条例の

説明をしておりますが、その趣旨をご理解いただけるよう、今後も継続的に取り組

みを進めてまいります。 

  また、職員には内容を十分理解してもらうよう周知を行い、職員研修においても

従来の人権研修の枠にとらわれない様々なテーマの研修を企画しているところでご

ざいます。 

  こども育成課においては、要支援児童、要保護児童やその家庭へ支援を行う子ど

も家庭総合支援拠点の運営を充実強化するために、公認心理士、社会福祉士を増員

しております。 

  子育て世帯の負担軽減や保護者の一時的な休息時間及び子どもたちが安全に過ご

せる居場所を確保するために、日曜日児童館開館事業を７月から開始しております。 
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  学校教育課においては、学習支援員の配置やスクールカウンセラーの活動充実を

行っております。 

  福祉課においては、地域で心配されている障がい者や高齢者について、医療機関

や福祉施設、民生委員などの関係機関と連携し、問題の早期解決に取り組んでおり、

すでに障がい者や高齢者の緊急時の安全確保に利用可能なショートステイ事業を行

っておりますが、糟屋中南部６町で障がい種別ごとにきめ細かな対応可能なショー

トステイ事業の整備を進めているところでございます。 

  リーフレット配布後、すでに通報、相談等の事例もあり、関係機関と連絡、協議

等を行いながら対応を進めております。 

  「町民の命を守るささぐりづくり」を進めていくために、住民、活動団体、事業

者、そして議会と私たち行政がその役割と責務をしっかり認識し、協働して行わな

ければなりません。 

  篠栗町の大事な社会づくりでございますので、議員の皆様におかれましても、ど

うか積極的に取り組んでいただきますようお願い申し上げます。 

  以上で終わります。 

○議員（荒牧 泰範） 終わります。 

○議長（阿部 寛治） はい、これで最後の荒牧議員の一般質問が終わりましたので、

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

  これをもちまして散会といたします。 

散会 午後０時２５分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


